
1 章

教育改革の進展と教育長の特性

1 研究の課題：教育長のどのような特性が教育改革の進展に

寄与するのか

地方教育行政の中心的機構としての教育委員会制度を多角的に検討し間題

点と改革課題を提起した， 中教審答申『今後の地方教育行政の在り方につい
て』(1998)以降， 地方分権推進 一括法の成立などの法制上の条件整備を受け

て， 各地の教育委員会においてさまざまな教育改革が進展しつつある． 教育

改革に意欲的に取り組む教育委員会が目立ってきている ．

例えば， 犬山市では， 子どもの韮礎学力を保障し， 自ら考える力を身に付

けさせる「学びの学校づくり」 が取り組まれ， 非常勤講師を独自の財源で採

用して少人数指導を実施する 一方， 学習指導要領の削減された学習内容を盛．
り込んだ副読本を作成している． 宮崎市では， 研修権限が中核市に委譲され

ることに伴い， 県に頼らずに自前の研修施設を持つことで， 地域への愛着と
誇りを持った優れた力是の人材を計画的に育成する意気込みを見せている ．

岡山市においては， 学校運営貨の配分方法を， 費目別に使途を決めて配当額

を決定する方式を廃止して， 学校ごとに予算総額を決め， 使途に関しては学

校側の自由裁量を重視する「総枠配分」方式に改めている． 出雲市では， 生
涯学習やスボ ー ツ， 文化振興関連の業務を市長部局の文化企画部に移し， 教
育委員会が学校教育に専念できるように， 機構の大幅なスリム化を図ってい
る ． 愛知 ・ 西春町の「2人担任制」，茨城・総和町の少人数指導などのように，
自治体単独の独自財源によって非常勤講師を配置し少人数学級編制や少人数
指尊に取り組む自治体も増加している門

本章は， 市町村教育長を対象とする， 地方教育行政改革の動向に関する全
国調直のデ ー タを用いて， こうした， 市町村レベルで展開されている教育改

革の進展の度合いと教育長の持つ特性との関係に焦点を当て， つぎの二つの
課題， ①教育改革の進展に影繹を及ぼす教育長の特性があるのか， あるとす
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れば， そ九はどのような特性なのか， そして， ②その特性¢)中で， どの特 1生
が相対的に重嬰なのか， を解明しようとするものである ．

教育長の特1生に焦点をおいて教育改革の推辿条件を探るのは， とい
う存在が教育委員会の取り組む教育改革の推進を左右する疫囚として， まず

第 一に注目に値する要囚と考えら九るからである． 教育長は， 教育委員会制

度の下で， 教育行政上の執行責任者であり， 教育委員会（狭義）に対する専門
的功言者であるだけでなく， 教育委員を兼任していること， 常勤職として事

務局を統括している事務局長であることにより， 制度的に教育委員会制度下

の教育行政の政策過程の中心的なアク タ ーであるのみならず， 事実上のリ
ダ ーと化しているという実態があり， 教育改革への取り組みは教育長の意欲
と関心にかかっている部分が大きいといえる門

そして， 教育長の特性に焦点を当てて教育改革の推進条件を解明すること
には， つぎのように実践的にも学畠廿内にも重要な研究意義がある． 第 一に，
本1計究は， 自治体教育行政の事実上のリ ー ダーとしての教育長の人選に示唆
を与えることを通じて， 自治1本の教育改革を側面からサポ ー トするという

践的意義を有する ． すなわち， その人材の質を大きく左右する教育長のリク

）レ ー トは自治体にとって操作可能な要因(manageable factor)であるから，
教育改革の推進に関連する教育長の特性が解明されるならば， それは教育改

革を積極的に押し進めようとする自治体にとって， リクル ー トすべき教育長
に関して 一つの方向性を示唆することになるのである ． 第二に， 本研究は，有

能な教育長の備えるべき条件の解明に貢献するという学間的な意義がある．

有能なリ ー ダーとしての教育長の条件とは何か， という間いは教育長研究の

重要な研究課題の 一つであるが， 教育改革が自治体レベルの重要な政策課題

となっている現在， 教育改革を推迎することは教育長に求められる「有能さ」の

基本条件の 一つといえる． 教育改革の進展に関連する教育長の特性が明らか

になるならば， それは「有能な」 教育長の条件について示唆することになる．

2 分析の方法

(1)分析に用いるデータ
上記した1叶究課題を解明するための方法であるが， まず， 本章で 用いる

デ ー タは， 前述のように， 2001年に実施した， 中教審答申以降の地方教育行

政の改革動向に関する市町村教育長を対象とする全国調査のデ ー タである．

調査対象とする市町村教育委員会の抽出方法は， つぎの通りである． まず，

全 国を東北， 関東， 中部， 近畿， 中 国・四 国， 九小卜1の6ブロックに分け， 各

教育長

実
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ブロックから人II密慶の高し i 県と低し)りしを］屈ずつ，日2+ 1 2府県を選んだ ． こ
』’しに， 4ブロックから新たに4県を加え，計］6 Jf『県のすべての市町村教育委
員仝を第一 次対依集l寸］とした． つ ぎに， そ訊ぞれの府県0)iiill1J村教育委員
のうぢ， I|］教育委員公は悉皆調査，Ill［教育委員会と村教育委員会は3分の1
廿lー！出調査という方釘で， 合計485の教育委員会を調査対象として選択した ．

これに， 対象県以外のすべての中核［打を加え， り00 0) ftill|［村教育委員会を
終1llI、、)な，J乱杏対象として， 2001年7月に教竹艮に；翡査梨を発送し， 回答を求め
た ． I叫収半とサンプルの内訳は， 表l -]， 1 -2 0)迎りである．
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は， この全田調査から得られた教育改革の進展と教育長の特性
に恨lするデータを用い3 , 1 )'教育改革の進展0)度合いを被謁明変数とし， 教育
長の特性を説明変数として， その間にどのような閃辿 ／［生があるのかを探ろう
とするものである． これを端的にいいかえれば， 教育長の持つ多様な諸特性
のうち， 教育改革の：l住進に関わる特性はどのような特性なのか， そして， そ
の中でどれがもっとも
ある．

な特性であるのかを解明することを試みるもので

このような課芯を解明するために， クロス集計による1廿閃分析と判別分析
を）廿いる． まずクロス集計によって， 一対一の対応関係において， 教育改革
の追屎0)度合いに1関連する教育長の特i性を明らかにする． どのような特性が
教育改州の巡展に影翠限を及ほすのかを見るための分析である． つぎに， クロ
ス集』による札］関分析の結果， 教育改革の進展に対して統計的に有意な閃係
が明らかになった変数（要因）だけを収り出して， 判別分析を川いて， それら
如天1+110:o)+I]対的な規定力， つまり教育改革の進展に対する諸要因の規定カ
を比蚊検詞する． これは， 多変量：の同時解析という条件の下で， 教育長の特
竹のうち， どの特性がもっともり菫く教育改革の進展を規定するかを推定する
分析である．

和政1メ分 i 辺付数 I Jio!JI丈数 1991収手 （％） 
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(2)教育改引（の進｝災皮（被説明変数）をどう把樹するか
被説明変数である改革進展度は， 各教育委員会の改革の取り組みの滉状を

把担するために設定した質間項日への日答を晶にれ屑成した． 変数i背成の手続
きは以下の通りである． 質間瑣目は前記したl：い教審答中で提案されている具
体的な改叫の中でも， 時に教育委員会が取り糾むべき課屈としてあげられて
いる政策（施策・事業）に閃するもので札I\：成さ机， ①教育委員会の組緑・機オ情
改革に関する政策， ②学校との関係に関わる改革に関する政策の二つのカテ
ゴリ ーからなっている． 本章では， ②の学校との1関係に閃わる政策について
の質間項日に対する回答デー タを用いて， 被説明変数としての改革進展疫を
構成した（表l-3参甘月）．

とのI尉係に刷わる政策についての質間項目を）i］いて改晶進展度を表す
変数を1竹成した理由は， 教育改箪の焦点が学校とのI莫l係にiiりかれており， 教育
改箪に取り条l]む由Il1J1寸教育委員会の政策（｝旭策・事業）の中心が学校の主｛本的

を促し支援するための制度づくりにあると仮定できるからである．

表1-3 学校との閃係に関わる政策

8 I校氏の特刈非常訓溝IJiili採）1J杵限
ロ、兄具 1|Iの見直し

10 ］噂•A1しにつし)てのヒアリングの実施

�l 使途を特定しない学校予算の措liり

学校

教育改善

．｀ 

ロ
校長の[II_ll}麟予算0)j1,fiifi

1 3 校艮の研修（組職マネジメント）
プ l、)'l`Aの話発化

プ特別講削i予度，iの附額

プ□ 学校支援ボランティアの登録

17 1学校教育における地域施設の活用

18 1コミュニティ拠、点としての学校の活）1J
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得、［且化 に ‘りた って は ， 学校と 0) |)月係 に関わる政 策の そ九 ぞ れ について「す

て し )る J に 4 ,1,Ii , 「実施する 予定 で ある 」 に 3 ,1;'〖 , 「検討I
ー ・
ト 」 に 2

る 予定 はない 」 に ］ ，1り、を 与えて ， その 合計点を求めた ． つぎ に ，

の 平均伯を求 め ， 平均伯以上の 得，1点を 有 する教育委員会を 改革進展
と し ， 平均伯未満の教育委員会を 改革進展度の 低い教 育

( 3 ) 教 育 長 の特11: （ 訛 明 変 数 ） を ど う 把握 す る か
説明 変数 で ある教 育長の特性 は ， 年 齢， 在 任期 間 ， 経歴とい った教育長の

基 本的 （客観的）な属性 に 閃 する 回答と ， 資質 ・ 椛力 ， 懇度 志 向 ， 閃係者との
交流の 様式と頻度 ， 職務遂行ス タ イ ）レ， 満足度と い った教育 長の 主観1

l
lく］ に 認

知さ れた特徴 に関わる 回答を 用い て 構成した ．

ま ず 晶本的 （客観l『J ) 属性 に 1見lする 変数の 構成 に ついて は ， 以下の (a)の通

り で ある ． つぎ に (b) 以下の ， 資質 ・ 能力 ， 態度志 向 ， 交 流の 様式と頻度 ， 職
務遂行ス タ イ ル ， 満足度とい った教育長の特徴 に関わる 変数の 構成 に 当た っ
て は ， い ずれの 変数も以下 に 示 す 同 一の 手続きを 用いている ． は じめ に ， 各

目への 5 段階 （ 「全く あて はまらない 」 か ら「よく あて はまる 」 ま での
5 段階）の 回答 に対 して ， 順 に 1~5 の 得点を与えて 得点化 した ． こ れを因子

分析 にかけ ， バリ マ ッ クス回転後の因子 負荷行列 に注目 する ． つぎ に ， J]廿 出
さ れた因子との関 係が 強く ， ほかの 囚 子との関 係が ほとん どない 質 間 項 目

を ， ある 共通の教育長特性を 表す 一つの グル ー プとみ なし ， そ れ ぞ れの グ
ル ー プ に 属 する質 問項 目の 回答への 合計得点を求め ， そ れ に 基づいて教育長
の特性を 表す 各変数を構成 した 門

(a) 基 本的属性
年 齢， 在 任期 間 ， 経歴とい った教育長の 基 本 的（客観的） 属性 に関する 変数

の 構成 に当 た っ て は ， 年 齢 は 4 段附 に ， 在 任期間 は 3 段1偕 に ， 経歴 は教育（行
政） 職と 一般行政職 に 分け ， そ れ ぞ れ変数と して構成 した ．

(b) 資 員 ・ 陀カ
教育 長の 資質 ・ 陀力 について は ， 「選任さ れた 理由」 （選任 に 当た っ て ， ど

0) よ う な資質 ・ 能 力を評価さ れたか ） に 閃 する 回答を 基 に 構成 した ． こ れらの
回答 に対 する因子分析の 結果を 参考と し ， 「政治 ・ 行政手腕」 と「教育 識見J

の 二つの特性 パ タ ー ンを設 定 した． 政 治手腕と行政 手腕 に関 する 回答と教育

識見 に関 する 回答 そ れ ぞ れの 合計得点の 平均伯を 境 に ， 政 治・行政手腕の 高

い タ イ プの教育長と そ う で はない教育長 ， 教育識見が 高い タ イ プの教育長と

でに実施し

点，「実施す

合計得 、1は

度の高い教育委員会

委員会とした ．

質問項

I沢f.



そ う で は な い教育長 と に 分 け た ．

(c) 態度志向

2 分析の方法 2 1  

教育長 の 態度志向 は ， 「就任 を 引 き 受 け た 理 由 」 に 関 す る 回 答 を 基 に ， 「間

題解決志向 」 ， 「首長一体志向 」 ， 「 自 己利益志 向 」 の 三 つ の 特性パ タ ー ン を設

し た ． 「 間題解決志 向 」 と は ， 「地域の教育問題 に 取 り 組 み た い 」 ， 「経験 と

知識 を 教育行政 に 役立 て た い 」 ， 「 自 分 の 教育 ビ ジ ョ ン を 実現 し た い 」 の 回答

に 共通 に 見 ら れ る 態度 志 向 を 取 り 出 し た も の で あ る ． 「首長一体志 向 」 は ，

「首長が協力 を 約束 し た 」， 「首長の ビ ジ ョ ン に 納得 し た 」 へ の 回答か ら 共通 に

推定 で き る 態度志向 を 表す ． 「 自 己利益志向」 は ， 「教育長 の仕事への興味」 ，

「 ほ か の 公職 に つ く た め の 経験」 の 回 答 に 弧 く 現れ て い る 態度 志 向 を 名 付 け

た も の で あ る ． 各態度 志 向 へ の 回 答 の 得点 を 合計 し そ の 平均値 を 境 に ， そ れ

ぞ れ の 態度 志 向 が高 い タ イ プの教育長 と そ う で は な い教育長 と に 分 け た ．

(d) 交 流の様式 と 頻度

教育長が交流 を 行 っ て い る 個人や 団体 に 関 す る 回答 を 晶 に ， 「地域」 型交流

と 「教育」 型交流の 二 つ の 交流パ タ ー ン を 設定 し た ． 「地域」 型交流 は ，

会 ・ 議 員 」 ， 「社会教育関係団体」 ， 「地域住民」 と の交流の頻度 に 関す る 回答

を 用 い ， 地域志 向 の 高 い タ イ プの教育長 と そ う で は な い 教育長 と に 分 け た ．

「教育」 型交流 は ， 「都道府県教育長」 ， 「教員組合」， 「大学教員」 と の 交流の

頻度 に 関 す る 回答 を 用 い て ， 教育志 向 の 高 い交流 を 行 う タ イ プの教育長 と そ

う で は な い 教育長 と に 分 け た ．

(e) 職務遂行ス タ イ ル

教育長 の職務 遂行 に 関 す る 回答 に 対 し て 因了分析 を か け ， 「 内部」 重視 と

「外部」 重視 と い う 二 つ の パ タ ー ン を 設定 し た ． 「内部」 重視 は ， 政策 の 発案

や 具体化 に お い て ス タ ッ フ と の 協 議 を 重視 す る 職務遂行パ タ ー ン で あ る ．

「外部」 重視 は ， 職務 の遂行に 当 た っ て ， 首長や議員， そ し て 地域住民 な ど と

交流 ・ 接触す る 頻度 の 高 い 職務遂行パ タ ー ン を 表 し て い る ． 各質問群へ の 回

答 の 合計点 の平均値 を境 に ， 内 部 ス タ ッ フ と の協議 を 中 心 に 職務 を 遂行 す る

タ イ プ の 教育長 と そ う で は な い教育長， 外部 の個人 や 関係団体に働 き か け て

職務 を遂行す る タ イ プの教育長 と そ う で は な い 教育長 と に 分 け た ．

(f) 満足度

教育長 の職務 に 対す る 満足度 に 関す る 回答 を 基 に ， 「組織満足」 と 「仕事満

足」 の 二 つ の パ タ ー ン を 設定 し た ． 「組織満足」 と は ， 「事務局 と の 関係 」 ， 「校

長会 と の 関係」 に 関 す る 満足度 を 指 し ， 「仕事満足」 と は ， 「仕事 自 体 」 ， 「職

務上の権限」， 「待遇」 に 関す る 満足度 を 指 す ． そ れ ぞれの 回答 の合計得点 の

定

「議
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教百改，IIし の 直展 と 教育長の 特•|4

を 炭 に ， 各祉翡足疫の 1『]j し と そ う ではな し に 分 けた．

3 教 育 長 の 特性 と 教育改革 の 進展

(1) 教育 改引1ムの辿／jい を 規走する教 育 長 の特；『t - ク ロ ス 集けの結呆か ら 一

ま ず教育長の 年炉I生と 改革進展度と の 関 係 を 芳 察 するた めに ， ク ロ ス 集計 を

行 った Ii )． 以
ー

ド が， そ の 結朱 である ．

(a) 」山本化）屈刊（年齢， 在任 期間，

年齢， 在任 期 間， 経歴憂） すべ て で統且l[lり に イー［意な 閃連は 現れな か った ． 年

齢の ち が し ＼ ， 主たる 経歴の ち が い ， また在任 期 1廿lの 長 短 に よ っ て も ， 改 州の

に ち が し ) （よ 見 ら れな し > . すなわち ， こ れ らの山□本1
l
l勺属'|生 は， 改革：の 憔

表 1 -4 教育仄 の 叩蛉 と 改，
＇
立迎辰疫

り ］ ～（i(） 歳

教fi長年齢

71 歳以L

l (） （) ． （） % 
4 8 

1 00 . 0% 
2 (） 

,1 5 . 0% I 1 00 . 0% 

人 苔し1一
1· 1 II 

::i2 . :3ニ ］ （）（）： ； 
p > O .  l 

表 1 - 5 教育長の在任期 間 と 改，＇店進屎度

改革進展疫
高 i 低

合計

fl→ {］-： lU I I ! :l | 4 (） ～ 9 6 ,r )—} 

9 7 ,； 月 以Iこ

ッ｝)、
J

．、`

）

ウ
J

胃一
ー

り

】

l
へ
J

l
3
 

合 叶
％
 

ーッl亡
J

p > O .  l 

I了；t

平均値

進展嵐

ヽ教育長 9 教育長

経歴）

改'1’,．迎展1及

1ロニ＿ 1 合，，1

□/ __J ）311ロニ—-
i一 ー ， 

I 

1 
二三

i,18 ヶ月以 I‘^「――
I (i,J □ l.i 5 

I 51 1％ □ l（）（） 1)% 
1 2 6 i .5 8 

ゾ 44 8% I 100 0% 

1 3 | 26 
• 

I I 

50. IIツ

□ '
| 

'17.9% j 100.0% 



3 教育長の特1生 と 教育改革 の 辿展

表 1 -6 教育長 の ：：じた る 経歴 と 改＇代進展虔

?J ?] 

改革巡展疫
今11 話1 �, 1 

·
1 
-L 9 ·9マJ卓 低

教職 ・ 教育 8（う 78 ] 64 

教行長 の 行政職 52 . 4 %  4 7  6% l (）（ ） 0% 

—・じ た る 経脳 27  25  52  
一般行政職

5 1 . 9% 48 1 %  1 00 0% 

1 1 3 l (） 3 2 ] (j 
今1 _ 1 

：
9 
‘；9 —+ 

52 3% 47 7% ] ()() 0% 

p > （） ． l 

迎にとっ て重 要な 翌囚と し ては働 い て いな いと いえ る （表 1 -4～表 1-6) .
(b) 資 質 ・ 能 カ パ タ ー ン （政治 ・ 行政 手腕， 教育識見）

・ 能 力につ い ては， 政治 ・ 行政 手腕， 教育 識見と も に ， 改革 の進展 へ
閃し て 若干 の傾向が指摘でき る にとどまった ． 政 治 ・ 行政 手腕 の 高

い教育長 の 下では改革進展度が 高 い教育委員会が過半数を 占 め るが， 政治 ・

行政 手腕 の 低 い教育長 の 下では， 改革進展度 の 高 い教育委員会と低 い教育委
員会とが ほ ほ拮抗して い る ． 教育 識見につ い ては， 教育識見が高 い教育長 の
下では改革進展度が 高 い教育委員会 の割合が多く， 反対に教 育誡見が 低い教
育長 の 下では過半数の教育委員会が改革進展度が 低 い群に 属してお り ， 教 育

長 の教 育識見 の 有無が改革 の進展に 寄与 し て い ることがうかがえ る ． しか
し， 統計的に 有意な 閃係が あ るとは いえな い （表 1-7， 表 1 -8) .

表 1 -7 政治 ・ 行政手腕 と 改叩：迎展度 表 1 -8 教育識見 と 改革進展度

改品巡展疫
合；ii→

J
 

J
'

 

．．．
 

―
 

-9,
 

一 仕t 
改革進展疫

高 1 {li 
合叶

ゾ―にJ [
I

 

1
)
 

�`
 

89 

4 1 . 6% 1 100 . 0% 

4 7 . 3% I 52 . 7% 1 10 0 . 0% 

1 05 
合 且I

，
 

L(")
 

96 

l ] 2 

201  

52 . 2 %  | 4 7 . 8% | l (）（） ． 0% 

p < O .  l 

教育識見

)
J
 

、
｀6

 
1 4 3 

55 , 9% I 4 4 , 1 %  I 1 o(L O% 

2 ， 6
 
）
）

 

.̀
 

65 

4 4 . 6% I 55 . 4 % 1 10 0 . 0 %  

今 叶l=I I I  

109 99 208 

52 . 4り」 4 7 . 6% 口
p < O .  l 

(c) 態度 志向 パ タ ー ン （間題蝉決志向， 首長 一体 志向， 自 己利益志向 ）
ま ず問題解決志向につ い て 見 ると， 1問題解決志 回 の 高 い教育長 の 下では改

資質
の図郷l-5’ ’7,c'i ( 

I I 
9 1 

I 
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う
乙 l 亭． 教百改，＼閏 0) 進展 と 教育長 の 特• '「生

会が多数を 占 めるの に対し て ， 間題 解決志 向が 低い

教育長の 下では 改革進展 度が 高 い 教育委員会は少 数とな っている ． つま り ，

教育長の間題 解決志 向の度合 いは， 改革進展 度に影聾を 与 えている ことが明

ら か である ． つ ぎ に ， 首長 一体 志向 に ついて 見ると ， 首長 ー1本志 向の 高い教

育長の下 では過半数の教育委員会が改革進展 度 が高 い群に 属 して おり，

表 1 -9 |l:］}坦陪決志1月 と 改，
1

札進展良

1 3 ] 

間｝辿解決志向
1 00 . 0% 

[I
 

6
 

ゾl
、4

ノ‘ 叶Cl 11 

p < (l . () 1  

表 1 - 1 0 竹長一体志向 と 改革進展度

改革進展度
ム口 豆

1 1 1 
-
I 
1-t三•'一9 J 低

63 38 l (l l 
←
l 
’99‘三,J·J -

首艮一体志向
62 4% 37 6% 1 00 0% 

4 ] 60 1 0 1  

40 6 %  59 . 4 %  1 00 . 0% 

1 0 4  9 8  202 
4仁入

I
苔n- 1|  -

51 5% 48 5% 100 0% 

p < 0 . 0 1 

表 1 - 1 1 自 己利益志向 と 改革進展度

改革進展度
ーIL

9
ムヨ,ーJ 

合 計
低

自 己利益志向

I

低

,― 
4 2  53 95 

44  2% 55 . 8% 1 00 . 0% 

6 1  4 5  1 06  

57 5 %  42 . 5% 1 00 . 0% 

] （）3 98 2 (） ] 
合 計

5 ]  2% 48 8% 1 00 0% 

p < O . 05 

革進展度が高い教育委員

首長

改·，'I'i進展度

i.i,1 {lし
合計

闘

］

闊

．

．

 

0

0

 

0

0

 

�
 

[
 

， ， .' 氏． 



3 教育長の特袢 と 教育改革の進展 5
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との一1本志向の高い教育長の下で改革が進展していることが分かる ． 反対に

の低い教育長の下では， 教育委員会の過半数が改革進展崖の低
い］作に属している． つ ま り ， 「月題解決志向 も 首長一体志向も改革を批進する
方 回で改晶進展疫に影警を与 え ているとい え る．

自 己利益志向については興味深い結果が現れている． 自 己利益志向と改革
巡展度との間には統計的に有意な関係がある． その方 向性はつ ぎ のように
なっている． ま ず， 自 己利益志 向の高い教育長の下では， 改革進展度の低い
教育委員会が多 く ， 改革が進展してない． 反対に， 自 己利益志同の低い教育
長の下で改革進展度が高い群に属している教育委員会はおおよ そ 58%と過
半数にの ぱる． この ことは， 教育長の 自 己利益志 向の強さは， 改革を推進す
るよ り も朽 し ろ 改革 0) 阻害要因 と して働いて いる こ とを示咬してい るとい え
よう （表 1-9～表 1 -11 ) .
(cl) 交 流パタ ー ン（「地域」 型交流， 「教育」 型交流）

教育長の交流パター ンに関しては， 「地域」 型交流は改革進展度への影響が

表1- 12 「地域」 邸交流 と 改革巡屎度
改革進展／斐 1 

合計

「地域」 J［リ心 Iーロ／□
□9% ［三」 l ( ）（］ 0%

合 ；，I·

p > O . 05 

表1- 1 3 「教育」 隈交流 と 改革進展炭
改革進展度
□ 低

メら、 弓― ―
口 I , 1 

△

J
 
，

 

-
9

 

1
』
'

-

「教育」 型交流
低

よふ 呈I-
にI ii i 

7ー
ふ
9
0

 
。.̀

i,
 

．
 

．
 
、（
 

.

-

�
 

36

%
 

ヽ`

·

‘

 

[
（

 
3

 

61
ロ2

 
6

 
64 ] ] 2 

三□p < 0 . 0 ] 

首長ー 1本志向

低

ロ�

ー
ー

「 -—]
1,’’· 



26 ］ 1，;，； 教育改品 の近脳 と 教育長 の特刊：

示唆 さ れ るにとど ま る ． 「地域」 咽交流 の 高い教育長0)
ー

トでは教育委員会の 約
57％ が改革進展度 の 高い群に属 し ており， 反対に低い教育長の下では， 改革
進展度が高 し
えな し :i .

会は少数であ る ． しか し， 統 叶的に有意な閃連とはい

， 「教育」 型 交 流 の 高 い教育長の下では教育委員会 の 約 63％が改革進
い開 に 属し， 「教育」 型交流の低い教育長の下では， 過半数 の教育委

員会が改革進展度 の低 し 吋罪に属 し ， 統 計的に有意な閃連収上が現れている ． す
なわち， 地域の 伽l人や 団体であ る のか， 教育閃係者であ る のかに限らず， 教

が地域 の 「打権者．j と柏極的に交流を行ってい る ことが改革の進展に影
えている とい え る ． しか し ， 前述したように地域閃係者に関しては統

計 ll内に有意な 閲 連 は見られず， そ の 傾 向性が指摘でき る にとどまった （表
］． ー］2, 表1 - 13) .
(e ) 職務遂行パター ン ( 「 |村 部 」 重視， 「外部」 菫視）

教育長の 職務遂行のパター ンと教育改革の進展度との 関係を見 る と， ま ず
内部スタ ッ フ との協議を中心に戦務を遂行す る 度合 い の 高 い教育長であ る か

表 1 - 1 4 「 内部」 重視 と 改．革迎展度
改晶進展度

ノl□＼1 呑
9
, 1 ャ

II
ヽヨ� 9 J 低

70 55  125  
T！,ヽr9J 

「内部」 重視
36 0% 4 4  0% 100 0% 

4 ] 4 8  89 

46 1 %  5:3 9% ]()() 0% 

1 11 103  2 1 4  
合 計

5 1  9% 48 1 %  1 00 0% 

p> 0 . 05 

表 1- 1 5  「外剖｛」 重視 と 改革進展度
改吊進展度

合計
ー
1
F9 .c29

-l 
J 
心

低

68 40  108  ←砂‘—鴫

「外剖{ ~ l i且祝
63 0 %  3 7  0 %  1 00 0 %  

4 4  65 109 

40  4 %  5 9  6 %  100 0 %  

l ] 2 1 05 2 l 7 
今1

::1` 苔
II

＿1一

51 6 %  48 4 %  1 00 0 %  

p < O . O J  

一方
展度が高

育長
響を与

i 教育委員

．＇ .' t ku- ,' 



3 教育長 の 特性 と 教育改革 の進展
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否かは， 改革 の進展 へ の影縛に関 して 若干の傾向が指摘できるにとどまる ．

一方で， 積極的に 外部 閃係者に働きかけながら戦務を 遂行する 度 合い の 高い

教育長 の 下では 63％ の教育委員会で 改革が進展 してお り ， そうではない教育

長 の 下で 改革進展 度が 高い教育委員会 の 40％という 割 合を大き く 引き 薗 し

ている ． つま り ， 職務遂行において 外部関 係者に 積極的に 働きかけている教

育 長 の 下で 改革が進展 している のである （表 ］＾ ー14, 表 1-15) .
(f) 袖犀 パ タ ー ン （組 織満足，

教育長 の瀾足 パ タ ー ンについては， 「組織満 足」 と 「仕事 満足」 の 両者と も，
満足度が 高い教育長 の

―

下で の 方が， 改革 の 造展 度が 麻い教育委員会が 多 く

（ そ れ ぞれ， 約 57%と 約 5 4 % ） ， 両方 の 満足度が 低い教育長 の 下で 改革進展 度

が 高い教育委員会は少数となる ． しか しながら， 統計1
I
Iりに 有意な関 係は 見ら

れ ず，教育長 の満足度は， 改革 の進展にとって
1-16， 表 ］ ー17) .

表 1 - 1 6 糾織欄足 と 改革進展度

改革進展度
ムに1 委1 , 1 ～ 

.
1 

へ99→こ:3 一J 低

55 4 ] 96 
―
| 

―9
9 
--•一9l J 

糾織満足
57 . 3% 42 . 7% 1 00 0% 

57  63 1 20 
低

47 5% 52 . 5% 1 00 . 0% 

] l 2 104 2 ] 6 
合 計

5 1  9% 48 l % 100 . 0% 

表 1 - 1 7 仕事満足 と 改吊礁 展 度

改吊進展度
メに1 そi＿ | 

←
1 
·l9 → cJ 9) • 低

7 1  6 (） ] 3 ] 
荏I 9 9 r ] 

仕事満足
54 2% 45 8% 1 00 0% 

39  43  82 

4 7  6% 52 4 %  1 00 0 %  

]] ()  ] （） 3 2 1 3  
合 計

5 1  6% 48 4% 100 0% 

p >  0 . 05 p >  0 .  05 

以上 の 結 果は， 本研究で 設 定 した教育長特性 のうち， 問題 解決志向， 首長
一体志向， 自 己利 益志向，「教育」 型交流， 「外部」 重 視型職務 遂行が 改革進

展 度と統計的に 有意な 閃係を 有 していることを示 している ． そ の 一 方で，

齢や在 任期間 の長さ や， 経歴の違いは 改革 の進展度には影響を 与えてはいな

い ． 以上の 分析結果は何を意味 して いる の だ ろうか ．

こ れは， 教育 改革を進めてい く ためには， 教育 問題 の 解決や自ら の教育 ビ

ジ ョ ンを 実現させようとする 強い意欲と 首長と の 一体感を持って お り ， 自 己

利益志向が 高 く な く ， 広 く 地域の 「 有権者」 層と 積極的に 交流を行い， 職務
遂行に 当 た っては 外部関係者に 積極的に 働きかける よ う な教育長が 必要であ

ることを 示唆 している． 教育長 の 基本的 属性は 別と して， 教育長 の 有するこ

う した諸特性によ り ， 改革 の進展度は 大き く 影響されることは明らかである ．

仕事満足）

は重嬰な要因とはいえない（表

,＇
 i

 
i

 

F
 
/
上



28 l -,,;1 教育改］＇,: o)止展 と 教育長の粕性

( 2 ) 教 育 改 州［ の 辿 展 に 対 す る 教 育 良 の 特寸生 の 相 刈 l'｛勺規定 カ

― '-I叶 別 分 析 の 結 呆 か ら 一

つぎ に ， 改革巡展 度に 対 して統計1
l
l人］に 有意な I嬰l連甘＿：が明 ら かとな った教育

長 の 特性相．互の WI対的 な規定力 を 判別分析を 用 し )て 比較検討する ． 改革進展

度 を 被説明 変数と し ， It\]題解決志 向 ， 首長 一休志向 ， 自 己利益志向 ， 「教育」
塑 交 流， 「 外部」 重 視 嬰 戦務 遂行という教 育長特 ＇性を 説明 変 数と した ズ 表
1 - 18 が その検定結果である ．

表 1 - 1 8 改小： の進展 に 対 す る 教育艮特1生0） オ1|対的規崖 ））

カ／］口1/／□三□麟志IIiJ I 首k-1本志向 （ 贔 ） I （) 28(l l ⑤ 

ーニ□ '[�：□1；j□/；し （1(！I)J） □／-：
職務遂行フ ＜ タ ー ン 1

― 外部l ,.rl視 （伯i ) I o .  306 ① 

表 1- 18 の数値 は ， 改革進展 度に 対する 各 変数の相 対的 寄与 を 示 して お り ，

説明変数を 同 時 に 投入する と い う 条件の 下での， 各 変数の規定力の目安 とな

るも ので ある ． 順位 は ， 自 己利 益志 向 ， 問題解決志向 ， 「教育」 型交流，「 外
部」 重視型職 務遂行， 首長 ー1本 志向という順 とな った ． た だ し ， ク ロス集計

に おいても 明 ら かで あ ったように ， 改革の進展に対する自 己利益志向の影粋

は マ イ ナスの 方向 への 貢献である ． すなわ ち ， 自 己利 益志向が 低い教育長の

下 で改革 は進展 して いる．
結局， 自 己利益 志 向の 低さ が改革進展 に 対 して も っ と も 高い 規定 力 を 有し

て おり ， ついで教育 問題 を 解決 していこうとする意欲， 教育閃係者との 交 流

を 行うこ と ， 教育委員会 外部の関 係 者 と 積極的 に 関わ って職務を 遂行するこ
と ， そ して首長との 一体 感を持 っている ことの順で改革の進展 に対する規定

力が 高いと し )う結果とな った ．

4 分 析結 果 の 考 察 ー 教育改革 を 推進 す る 教育長 と は 一

以上のク ロス梨計および 判別分析か ら 明ら かなよう に ， 市1町村教育委員会

に おける教 育改革の進展 には， 地 域の教育問題の 解決への 弛い意欲や 自 らの

教育 ビ ジ ョ ンの 実現への コ ミ ッ ト メ ン ト を提示 しつつ ， 不 断に地 域の教育 閃

係者と 接触 ・ 交流 し ， また首長や 議員な どの 外部関係 者 に 積極的 に 働き か け

□ 
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を行う教育長が廿t進要囚として 機陀し て いる．

それでは， このような分析結果は， 教育委員会制度の連用にと っ て どのよ
うな意味合いがあるであ ろ うか． 本章の分析結果は， ま ず第 一に，
を批進する上で教育長人事が重要であることを示唆する． すなわ ち ，
向， 交流パタ ー ンや戦務遂行パタ ー ンにおい て， 一定の条件を満たす教育長
が い ることが教育改革が積極 的に取 り 組 ま れるための前提条件の一 つ であ
り， ど んな人物が教育長の 玉 ス ト を 占 めるかが教育改革に重大な帰結をもた
らす． 教育改革の推進が重要な政策課屈とな っ て い る地方教育行政にと っ
て ， 教育長が教育改革の推進にプラ ス に働 く 特性を伽 え て い るか どうか， あ
るいは そうした特性を付する人物を リ クル ー ト できるか どうかが重要な I州心

ければならな い と い う こ とである． それでは， どの よ うな基糾で教育
長 人事を進めればよいのか．

本章の分析結果は， 第二に， このように をl曽して いる教育長人事の
その在り方につ い て 示唆1'1りな意味合いを持つ ． 今回のわ れわ れの研究

では， 教育改革の推進と， 年齢， 在任期1-iil， 経歴の ち が い との間には統計的
に有意な閃係は見出されなか っ た． その代 わ りに， 徳度志I句， 「有権者 」 ）図と
の接触・ 交流や闘務遂行のパター ンと い っ た特性との間の統計 的に有意な閃
連が明らかにな っ た． これは客観I�(］属 1生に頼る人事の限界を示咬すると同 時
に， 教育長人事におい て は， 改革の推進にプラ ス に働 く ことが明らかにな っ
た特性を祉li え て いる人物であるか どうかを見極めるために， 時1-li]をか け て 人
選に取り組むことの重要性と必要性を示唆する． そして ， そずしが行わ れるた
めには， 自 治体におい て， 教育長人事と い うものを教育行政の重嬰課題の一

つ に位樹付け て ， Iード ・長期的な展望の下に取り糾砂休詞が整 えられる必翌が
ある8).

本敢の分析結呆は， 第三に， 教育長が リ ー ダ ーとして 有陀である一ここで
は， 教育改革を推進するとい う意、味であるが一た めには， 教育長の， 教育1'1り
リ ー ダー シ ッ プや 管理的 リ ー ダ ー シ ッ プとい う概念では捉 え きれな い 行動側
面が重要であることを示唆して い る． すなわ ち ， 前述のように， 教育改革を
推迎する教育長に共通の態度・行動特性として， 関係者との幅広 い接触 ・ 交
流， 職務遂行における外部関係者との積極 的な交流や働きかけが見られると
い うことは， 教育長が教育改革を リ ー ド するには， 地域の教育ニ ー ズ や 課題
に つ い て 首長 や 議員に説明して その認識を新たにし教育間題への関心を高め
たり， あるい は問趙解決の方策を提示して 説得を試みたりする行動， 疫する
に， 首長への働きか け や 連携， との折衝と い っ た交渉力を含め て ， 広く

事でだ

璽要性
基準や

=1t 1= 

i漑貝



3 (J l 咽 教百改，盾0)凰展 と 教行長 の特'「l

白 治休政治の世界 に も積極 1下］ に 鳳lわ っ て し } く 行動が必要］ヽ可欠な こ と を 陪示
して い る．

教育長の役割を J・・里論的 に検討した キ ュ ー バン ( L. Cuban ) の いう， 教育長 に
求められる三つの役割， すなわち教育Illり ( i nstruct iona l or educat iona l ) , 
理的 (manager ia l ) ， 政治 的 (po l i t ica l ) と い う 概念を援用すれ ば＇］ そ九 は政 治
廿勺役罰Ilが求め ら れている ことを 示して い ると い え るであ ろ う． 1 2 の学 区の教

に 閃する比較事例研究 を 行 っ た ジ ョ ン ソ ン (S.M. J ohnson) は ， 教育長の
リ ー ダ ー シ ッ プに は， キ ュ ー バ ンの い うよう に ， 教育的， 管理的， 政治 1似］の

二つの仰lifliがある ことを明らか に する と 同 l-1寺 に ， 教育関係者との交流を 図り
なが ら ， 地域の教育課題 に つ いて輻広く1青報を収集し， そうした情報を 韮 に，
閃係者， l寺 に 首長や 議 員 に 接触して 働きかけ， いわば， 教育の課題解決への

・協働の意欲と閃心 を 喚起する行動を ， 特 に co l l aborative l eadersh ip と
命名し， 教育長の政治1ilく］ リ ー ダ ー シ ッ プの核心を なすものとして いる 1 0 ).

こうして， われわれの分析結果 は ． 「教育委員会が地方教育行政機構0) 「ド 心
［l勺機関 と して ， 地域の教育改善 に どう寄与 できるか」 が間われると同時 に ，
「教育委員会の政策上の裁鼠が増加する」 時代 に あ っ て ， 新たな政策を提案し
実施する上での イ ニ シ ア テ ィ ブを 強く期待されて い る教育長が 自 治体教育行
政 に おける有椛な リ ー ダ ー であるため に は， こ うした意味での政治的 リ ー

ダ ー シ ッ プを 果たす こ とが求められて い ると い う事実を 改め て 認識する必要
のある ことを 教 え て い る．

【注】
l ) 日 本教育新聞 に は， 2002 年 に ， ほ ぽー｛ド に わ た り 「地方分栢 と 教育改革」 と 祖す る 連

仙記市が褐載 さ れ， 各地の 自 治体 と 教育委員 会 に お け る 独 自 の改吊の取 り 糾 み が紹介
さ れて い る ． こ れ ら の教育委員 会 を 含 め ， 先進I的 な 教育改革 に取 り 組ん で い る 市町村
教育委旦会 に つ い て は， さ ま ざ ま な研究報告占や調査分析が刊行 さ れて い る ． 例 え ば，
仰，・カ リふ二春Ill] に つ し ) て は ， 武藤義男他 『 や れ ばで き る 学校船命』 日 本評論社 ( 1998)
犬 HI lli に つ い て は， 犬 山 市教育委員 会編 『犬山発 2] 世紀 日 本 の 教育改革』 黎明書房
(2003) お よ び苅谷剛彦他 』＇教育改革 を 評価す る 』 岩波書店 (2006) ： 志木市 に つ い て は，
束以大学教育学部教育行政学＇研究室編 『分権改革下の 白 治体教育政策 （志木『li教育行
政；；ihlfr:報 告内 l ) 』 （200 4 ) , 『分権改革 と 自 治体教育行政 （志本市教育行政調査報告 害
2 ) 』 （2005) , I' 1"1 治体教育改革 と 義務教育四国匝負担金間頌 （志木lI1教育行政調杏報告

:3) .il (2006) お よ び渡部ll{｛男 ・ 金山康博 ・ 小/ I I正人編 『市民 と 剖 る 教育改箪 （検証 ： 志
木山の教育政策） 』 日 本標準 (2006) ： 京都市 に つ い て は， 京都市教育委員会地域教育専
門．—-戸l1宇編 い伐都発地域教育0) す す め』 ミ ネ ル ヴ ァ 占房 (2005) ： 武蔵野市 に つ い て は，
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ス の 思想・ 武蔵野i1] の 実践』 東祥経済新報社 (2004 ) 参照 ． ま た ， 小］ I I

-i1:．人 ［市Ill)村の教育改苗が‘学校 を 変 え る ・ー教育委 員 会 制 農 の IIlfi苔性，i 岩波乳·M1『 (2006)

に お し ヽ て も ， こ れ ら の ili町村 レ ベル の教育改革 に 関 す る 紹介 と 分析が見 ら れ る ．

2 ) '｛対lIi{，]大学教育行政 学研究室 I教育委員会制笈 に 1伎l す る 実訓的研究』 ( 1997) : ｝」II祐佐刊

也 『教育委晨会の 政策過程 に 関 す る 実証的研究l 多 賀 出版 ( 1998) .

3) 平成 1 2 · 13 年度科学研究費補助金研究成果報告告 （研究代表者 堀 和郎） ．ー ［教育改が

に お け る 教育委員 会 の 役判l一地方教育行政 に 関 す る ［巾教審答 1日 以 降 の 動向 に ti-： 日
し て 一．l （2002) ． 

4 ) 教育長 サ ン プ ル の 代表I• に つ い て は ， 年齢， 在任期間， 1生別， 教職歴 の 有無， 経歴 を 取

り 上 げ， 国立教育政策研究所 の 『地 方 教育行政 の 在 り 方 に 1見l す る 総 合 的 乳乱 査 州 究 ．I

(2000) ， お よ び， ‘，宮崎大学教育行政学研究室の ［教育委 員 会制疫 に 関 す る 実訓的研究l
( 1 997) の デー タ と の比咬検討 を 行 っ た ． こ の検討か ら は ， サ ン プル の 代表性 に は 大 き

な II'1］題 が な か っ た ． よ り 詳細 な 検討糾果 は ， 堀 和郎 前褐報告書 (2002 ) pp.  23-24 を

参 照 の こ と ．

5 ) 以下で 「囚子分析の結果 を 参考 に 」 と い う 場合 は ， こ の一連の手続 き を と っ た こ と を
二：^ ー＇一
/Jヽ 9 .

6) 変数間 に 統計的 に 有意 な l州連I•生 が あ る か否か は ， ］） 値 を 参附 し て 判断 し た （以下 の 各が

に お い て も 同様） ． p 値 は ， x 二莱検定 に よ る 漸近有意俯率 （両仰J ) で あ り ， 「各説明変数
が， 会，；義 の 活発度 に 対 し て 関連件が な い 」 と い う 仮説 （屈無仮説） の 棄却率 を 示 し て い
る ． p < (l. 0 1 の場合 は 1％水叫で， p < 0.05 の場合 は ， 5 ％ の 水準 で帰無仮説が棄却 で き

る こ と を 示 し て い る ．

7 ) 半り別分析 を 行 う に 当 た っ て は ， 教育長特性示 す 各 変数 に つ い て ダ ミ ー 変 数 を 作成 し ，

そ れ を 用 い て 検定 を 行 っ た ． 許容晶準 を 満 た す 変数が同時に入力 さ れ る の で， 各 変数

の 低群 は 除 か れ て い る ．

8) 教育長職 を め ぐ っ て は， そ の歴 史 の み な ら ず， そ の直門的訓練や賓格認定 な ど の制疫

I'（、ー］枠組み に 1-l 米 の 間 で ち が い が あ り ， 必ず し も 同列 に 論 じ る こ と は で き な し ) （ た だ し ，

そ の職務楕限 ・ 貴任 と し ) う 観 ，点 か ら 見 れ ば ほ ぽ同 じ で あ り ， そ の 教育行政上 の リ ー

ダ ー と し て の 重 嬰性 に お い て も 比肩 で き る も の を 有 し て い る ） が， ジ ョ ン ソ ン の研究
に よ れ ば， 事例学 区 の 多 く に お い て ， 教育長 の 人事 に 対 し て 何迎 Iii] も 1k『 Iti1 を か け て 1真

粗 な手続 き を 踏 ん でfiわ れ て い る こ と が報告 さ れ て い る ． S. M. J ohnson , Leading to 

Change, Jossey- Bass, 1 996, chapter 2. 

9) L. Cuban ,  The Distr ict  Superintendent and the Restructuring of  Schools ,  i n  T 

Serg iovann i  and J ,  Moore eds. , School切g for Tomorrow,  A l lyn & Bacon.  1989, pp 

25 1 - 27 1 . キ ュ ー バ ン は ， コ ン フ リ ク ト （利害 を め ぐ る 紛争や心理的葛藤） こ そ 教育長職

の DNA で あ る と し て， 教肯長 に は 意見の対立 を 調整 し た り 政策 を 立案 し 支持 を 調達

し た り す る た め に 説得工作 を 試み る と い っ た 役割 を果 た す こ と が不可避的 に 要請 さ れ

る と し て ， そ う し た 役割 を 政治的役割 (pol i t ica l role) と 称 し て い る ．

1 0 ) S. M. Johnson , o/) ． cil . ,  pp. 280--281 .  
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